































































































































































届の内容を左右する。アメリカ人研究者B. Joyce Stephens氏とPeter G. Sinden氏は、夫婦間暴力の被害者25名との対談




































- 加害者の退去 ： 被害届が提出された後、裁判開始前の訴追の代替的措置の枠組において若しくは裁判後の執行猶
予期間中の司法監督の枠組において、加害者は、特別な事情がない限り、共同生活をしていた住居から退去しなけれ
ばならない。






- 軽度の暴力・単発的な暴力 ： 共和国検察官は、加害者に対して不起訴処分を下し、被害者が認める場合には代替
夫婦間暴力の被害者 フランスの経験（デュー)20
刑罰措置4（刑事示談・遵法説諭・刑事調停）の決定を下すことができる。男女平等のための2014年8月4日付け法律
にも、夫婦間暴力の加害者を対 象とした「責任を自覚させる研修」（stage de responsabilisation）に関する規定が
ある。










- 精神的暴力・性的暴力 ： 8日以下の完全就業不能を引き起こしたモラルハラスメントには、3年以下の禁錮及び
45000ユーロ以下の罰金が科せられる。
強姦の場合には、禁錮20年が科せられる。
ま と め
調査によって、被害者の特徴及び夫婦間暴力の特殊性と結びついた様々な難しさ（職業的に不安定な状況、子供の存在、
暴力を振るうパートナーに対する愛憎感情、被害届の提出と取下げ）がはっきりと浮かび上がった。被害者支援団体が果
たす役割は大きい。支援は、ただ被害届の数が増えるようにすることではなく、被害届の提出を望む被害者が好ましい形
で手続を進めることができるように支援することを目的としている。こうした情報が伝わることで、被害者がよく状況を
考えて、家から出るための準備（少なくとも心の準備）を出来るようになるに違いない。
こうした専門的支援には２つの柱がある。「自立へ繋がる住宅・求職・子守関連の支援をおこなっている組織の紹介と
諸手続を進める上での支援」と「状況に応じた精神的支援」である。個人面談やグループトークによる精神的支援は、暴
力のメカニズムやサイクルを客観的に理解して加害者の支配から抜け出すために不可欠である。公的な被害者支援機構が
無いため、民間の被害者支援団体が、「夫婦間暴力の被害者の孤立の防止」「支援による不安全感の緩和」「加害者との衝
突の予防や鎮静化のための手続の開始の支援」を担っている。
論 文
4) 犯罪行為が軽微で、被害者が同意している場合に、共和国検察官が提示できる措置。（刑事訴訟法典第41－2）
（付記）本稿は、科学技術振興機構社会技術研究開発センター（JST/RISTEX）の「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」
研究領域における研究プロジェクト「親密圏内事案への警察の介入過程の見える化による多機関連携の推進」（研究代表者・田
村正博当研究所長）による研究成果の一部である。
21

